
千代田区労協規約

綱　　領

１．労働者と労働組合の基本的権利を擁護し、

労働者の経済的・社会的・政治的地位の向上を

はかる。

１．労働組合運動の自由なる発展を期し、労働

組合運動を抑圧する諸法規撤廃のため闘う。

１．労働者相互の信頼と協力を基礎とする統一

行動の維持と拡大をはかり、労働者の生活を犠牲

にする一切の反動的企図と闘う。

１．強固な労働者の団結を中心とし、戦争に反

対する広範な国民諸階層との交流により、人類の

希求する平和の達成と真の民主的独立日本の実

現にまい進する。

第 １ 章　　総　　　則

第１条（名称・所在地）本会は千代田区労

働組合協議会と称し、略称を千代田区労協という。

②千代田区労協（以下「協議会」という）の事務

所を東京都千代田区神田神保町におく。

③（青年婦人協議会）この協議会に青年婦人

協議会をおくことができる。青年婦人協議会の規

約は、別に定める。

第 ２ 章　　目的及び事業

第２条（目的）協議会の目的は、加盟組合

相互の団結と提携によって、綱領の実現を期する。

②（事業）協議会は前条の目的を達成するため、

左の事業を行なう。

　一　加盟組合の諸問題に対する共同方針の決

定とその促進

　二　加盟組合の争議を成功に導くための適正な

援助

　三　未加盟組合の加盟促進及び未組織労働者

の組織化

　四　加盟組合相互の密接な提携をはかるための

情報・資料の交換

　五　情報宣伝活動の推進

　六　経営に関する研究調査

　七　教育文化の向上と福利厚生に関する事業

　八　他団体との協調及び区民との提携

　九　サ－クル活動の交流の推進

　十　その他の目的達成に必要な事業

第 ３ 章　組織及び加盟組合の

権利義務

第３条（権利）加盟組合は、この規約により次の

権利をもつ。

　一　この規約に定める加盟組合としての均等の

取扱いをうけること。

　二　労働組合の自主性を保障されること。　

三　役員等の言動を自由に批判すること。

　四　会計、議事録その他協議会に関するあらゆ

る書類を閲覧すること。

第４条（義務と責任）加盟組合は、この規約によ

り次の義務を負う。

　一　綱領及び規約に従うこと。

　二　決議を尊重すること。

　三　会費及び特別賦課金を別に定める期日まで

に納入すること。

　四　組織人員表を毎月報告すること。

　五　組織の変更、役員の改選、事務所の移転、

争議の開始及び終結、その他労働組合に関する

重要行事又は変化のあった場合はその都度連絡

すること。

第 ４ 章　加盟、脱退及び処分

第５条（加盟）協議会に新たに加盟しようとする

ときは、組合の正規の議決機関の加盟決議を経て 、

加盟金１，０００円を添え、書面をもって常任幹事



会に申込むものとする。加盟の可否は、常任幹事

会において決定し、次期議決機関に報告するもの

とする。

第６条（脱退）協議会を脱退しようとする組合

は、書面をもって届出なければならない。届出の月

より１か月を経過したときを以って、脱退行為が成

立し、その組合の協議会に対する義務・権利を消

滅する。

第７条（処分）加盟組合で次の各号の一に該

当し、かつ勧告をうけてもその行動を改めないときは

処分される。

　一　綱領・規約に違反したとき。

　二　協議会の名誉を著しく汚したとき。

　三　協議会の秩序をみだし、又は協議会の行な

う行動を妨害し、或は協議会に損害を与えたとき。

　四　会費・特別賦課金を正当な理由なく滞納し

たとき。

②　前項の処分は、権利停止及び除名とする。

③　権利停止及び除名は、常任幹事会の申請

により大会が決定する。

第 ５ 章　　機　　　関

第８条（機関）協議会の議決機関は、大会

及び評議員会とし、執行機関として常任幹事会を

おく。

②　協議会の活動を推進するため、地域の必要

に応じてブロックを設けることができる。

 

第 １ 節　　大　　　会

第９条（大会）大会は協議会の議決機関で、

代議員と役員で構成し、毎年十月に招集する。但

し、常任幹事会が必要と認めたとき、及び加盟組

合総数の３分の１以上で、かつその組合員総数の

３分の１の開催要求があったときは、２５日以内に

議長は大会を招集しなければならない。

②　大会は加盟組合数の過半数以上の、かつ

代議員の過半数以上で成立し、議事は別に定め

られた場合を除き、出席代議員の過半数によって

決め、可否同数の場合は、大会の議長が決める。

②の２　大会代議員がやむをえない理由により、

大会に出席できないときは、他の代議員に委任す

ることができる。但し、委任を受ける限度は１名とす

る。

③　大会の議長、副議長は代議員の中より選

出する。

④　大会で役員は議決をもたない。

⑤　大会開催告示は２０日前までとする。

第10条　大会代議員は、第４条第四号の組合

員数により、加盟組合毎に１００名まで１名、１０１

名から３００名まで２名、３０１名から５００名まで３

名、５０１名から１０００名まで４名、１００１名から２

０００名まで５名、２００１名から３０００名まで６名、

３００１名以上７名とする。

②　前項により選出された代議員氏名は、大会

開催日十日前までに常任幹事会に報告しなけれ

ばならない。

第11条（大会議決事項）次の事項は、大会で

決めなければならない。

　一　規約

　二　予算（改訂予算を含む）

　三　決算

　四　運動方針

　五　処分

　六　他団体への加盟及び脱退

　七　役員の選出

　八　協議会の解散

第 ２ 節 　評議員会

第12条（評議員会）評議員会は、大会に次ぐ議

決機関で、評議員と役員で構成し、１年に１回以

上議長が招集する。但し、常任幹事会が必要と認

めたとき、又は評議員の３分の１以上の請求があっ

たときは、臨時に招集しなければならない。

②　評議員は、第４条第四号の組合員数により、



加盟組合毎に１０００名までに１名、１００１名以

上２名を選出する。

③　評議員会の開催告示は、十日前までとする。

評議員会の成立、議長、副議長の選出及び役員

の議決権については、第９条第２項第３項及び第

４項を準用する。

第13条（議決事項）次の事項は、評議員会

に附属しなければならない。

　一　大会の決定により委任された事項

　二　役員の補選

　三　特別賦課金

　四　予備費の支出

第 ３ 節　　常任幹事会

第14条（常任幹事会）常任幹事会は、議決

機関の決議及び緊急事項を処理し、その執行した

一切の業務について議決機関に責任を負う。

第15条（専門部）常任幹事会の業務の円滑

を期するため、専門部をおくことができる。

第 ６ 章　　役　　　員

第16条（役員）協議会に左の役員をおく。

　一　議長　　　　　１名

　二　副議長　　　　若干名

　三　事務局長　　　１名

　四　事務局次長　　若干名

　五　常任幹事　　　若干名

　六　会計監査　　　２名

第17条（役員の任務）役員の任務は、次のと

おりとする。

　一　議長は、協議会を代表して協議会業務を統

括する。

　二　副議長は、議長を補佐し、議長事故あるとき

はこれを代行する。

　三　事務局長は、協議会業務を掌握する。

　四　事務局次長は、事務局長を補佐し、事務

局長事故あるときはこれを代行する。

　五　常任幹事会は、協議会業務を分掌する。

　六　会計監査は、協議会の財政業務を監査す

る。

第18条（役員の選出）役員は、定期大会におい

て選出し、その任務は次の定期大会までとする。但

し、再任を妨げない。

②　役員に欠員が生じたときは，評議員会で補

選し、その任務は前任期間とする。

第19条（役員の義務）役員は、その業務に専念

する義務があり、正当な理由なくして会議を欠席す

ることは許されない。

第 ７ 章　　会　　　計

第20条（一般会計の収入）協議会の運営経費

は一般会計とし、収入は次のとおりとする。

　一　会費

　二　特別賦課金

　三　その他

②　第一号及び第二号については、誤徴金を除

き如何なる理由があっても返さない。

③　年度決算において剰余金が生じた場合は、

その処分について、大会の承認を求めるものとする。

第21条（会費）協議会の会費は、別表の会費

納入基準により当月中に納めるものとする。

②　協議会の事業活動又は維持のため特別の

費用を必要とする場合は、評議員会の決定により

特別賦課金を徴収することができる。

第22条（一般会計の支出）協議会の一般会計

の支出は、次のとおりとする。

　一　経常費

　二　予備費

第23条（会費の減免）特別の事情がある場合は 、

会費を評議員会の議決により減免することができる。

第24条（特別会計）協議会の会計に特別会計

を設け、特別会計は次のとおりとする。　

一　寄付金等特別会計



　二　書記退職金積立特別会計

②　特別会計の収入のうち第一号については、

常任幹事会が決定し、第二号については大会で

決定する。

③　特別会計の支出は、常任幹事会が決定し

次期議決機関の承認をうけるものとする。

第25条（予備費の支出）予備費の支出は、

議決機関の承認を経なければならない。

　但し、一件５万円以下の支出の場合は、常任幹

事会で決定し、次期議決機関の承認をうけるもの

とする。

第26条（会計年度）協議会の会計年度は、

９月１日から翌年８月３１日までとする。

第27条（会計の責任）協議会の財政の管理

及び収入と支出は、常任幹事会の責任とする。

第28条（会計監査）会計監査は、３か月毎に

財政業務を監査する。

②　前項の監査を経た会計内容は、公表しなけ

ればならない。

③　会計監査は、第１項にかかわらず臨時監査

することができる。

第 ８ 章　　補　　　足

第29条　この規約の改廃は、大会において決

定する。

第30条　この規約は１９５６年６月１日より施

行する。

　１９５７年１１月　１日改正施行

　１９６０年　９月　１日改正施行

　１９６２年　７月　７日改正施行

　１９６５年１０月　３日改正施行

　１９６６年１０月　９日改正施行

　１９６７年１０月　８日改正施行

　１９６８年１０月　６日改正施行

　１９７０年１０月１８日改正施行

　１９７２年１０月３１日改正施行

　１９７３年１０月２８日改正施行

　１９８３年１０月２９日改正施行

　１９９１年１０月　５日改正施行

　１９９２年１０月　３日改正施行

　１９９５年１０月　７日改正施行

　２００６年１０月　７日改正施行

　２０１２年１０月　６日改正施行

　「規約運用に関する確認事項」

　（１）規約第四条第一項で単に労働組合と規定

しているが、財政その他主体性の点からその組合が

加盟できない場合は、連合体で加盟することができ

る。

　（２）規約に賛同し、その月の１６日以降に加盟を

決定した場合の会費納入は翌月より納入するもの

とする。

　（３）事務局職員は、加盟組合員として扱う。組

合費は組合員１～５名の額とする。

　（４）事務局職員の定年を６０歳満了とする。希

望があれば再雇用を妨げない。

会　　費

組 合 員 数 月 額 会 費

１～　　　５ １，８６０ 

６～　　１０ ２，４１０ 

１１～　　１５ ３，１４０ 

１６～　　２０ ３，８７０ 

２１～　　３０ ４，９８０ 

３１～　　４０ ６，０９０ 

４１～　　６０ ８，１２０ 

６１～　　８０ ９，９６０ 

８１～　１００ １１，６３０ 

１０１～　１５０ １４，３９０ 

１５１～　２００ １６，６１０ 

２０１～　３００ ２１，２２０ 

３０１～　４００ ２８，４１０ 



４０１～　５００ ３３，０３０ 

５０１～　７００ ４２，２６０ 

７０１～１０００ ４９，６４０ 

１００１～１３００ ６１，２６０ 

１３０１～１６００ ６８，２４０ 

１６０１～２０００ ７３，２５０ 

２００１～２５００ ７４，４８０ 

２５０１～３０００ ８０，０７０ 

※参考・会費振込先 

中央労働金庫一ツ橋支店

（普）１００２４４８

（名称）千代田区労協


